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3 本段落の『』内は川野 （2014） p.60 からの引用である。






































開示に関する会計基準」（以下、「セグメント会計基準」とする。）第 23 項、第 24 項、第 83 項）。
つまり、管理会計情報が開示対象に組み込まれているのである。さらに、各セグメントの数値
4 川野 （2014） p.57-p.58 に回答企業の規模に関する詳細な資料が示されている。
5 典型的には、財務会計システムへの伝票入力にあたって部門等の補助コードを入力することによって財務会計シ
ステムから部門別の損益データを把握し、管理会計情報として用いている場合が挙げられる。
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　今回行ったアンケート調査は、2014 年末から 2015 年はじめにかけて行ったものであるが、
対象としたのは 2014 年 8 月末において東京証券取引所に株式を上場している企業である。東





市場 第一部 第二部 マザーズ JASDAQ PRO 合計
企業数 1,825 551 189 858 8 3,431
　実施したアンケート調査では、合計で 335 社（東証一部 138 社、二部 56 社、マザーズ 20 社、
JASDAQ78 社、PRO 3 社）からの回答を得た。アンケートは、RIET を含めて対象とした上
場企業すべてに送付したが、RIET などからは回答が得にくいことを考えると、実質的な回答
率は 1 割程度であった（単純計算では 9.76％）。

































第一部 4 26 16 29 36 13 5 5 4 138
第二部 14 27 5 2 4 0 0 0 4 56
マザーズ 18 1 1 0 0 0 0 0 0 20
JASDAQ 35 20 13 3 3 0 0 0 4 78
PRO 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3
不明 1 4 2 5 2 0 1 0 25 40
合計 75 78 37 39 45 13 6 5 37 335
（縦軸は市場、横軸は直近決算における売上高（単位：億円）、各欄の数値は社数）
　また、回答企業の市場および売上規模の分布は表 2 のようにまとめられる。回答企業が 335
社であるが、このうち直近決算における売上高が 300 億円未満の企業が 153 社（100 億円未満















ガス 不動産 不明 合計
第一部 9 11 11 11 27 53 1 3 12 138
第二部 0 2 5 4 8 32 0 1 4 56
マザーズ 3 2 1 5 4 4 0 0 1 20
JASDAQ 8 0 4 13 20 25 0 3 5 78
PRO 0 1 1 0 1 0 0 0 0 3
不明 1 0 1 3 2 9 1 0 23 40
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　表 4 の社数を比率に直すと、個別ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は 26.2％（84 社）、
「Ⅱ必要あり」との認識は 73.8％（237 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は 43.3％（139 社）
（「Ⅱ必要あり」の中では 58％）である。また、連結ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認
識は 29.2％（77 社）、「Ⅱ必要あり」との認識は 70.8％（187 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との









Ⅰ 進める必要なし 62 社 1 社 1 社 20 社
Ⅱ
（1）十分進めた 10 社 88 社 14 社 27 社
（2）今後進める予定 4 社 2 社 81 社 11 社
回答なし 1 社 0 社 0 社 13 社
（注）連結ベースで「回答なし」が多い原因は、連結子会社がない企業からの回答があるためである。
　このように、個別ベースでも連結ベースでも、「Ⅰ進める必要なし」と認識している企業数
は約 3 割で、「Ⅱ必要あり」と認識している企業は約 7 割である。このような結果は、「必要あ
り」との認識を示した企業が 8 割強であった川野 （2014） と比べ、「必要あり」との認識して
いる企業の割合が低いことを示している。これは、アンケート回答企業の規模が影響している


























Ⅰ 進める必要なし 29 社 0 社 1 社 13 社
Ⅱ
（1）十分進めた 3 社 34 社 6 社 18 社
（2）今後進める予定 3 社 1 社 32 社 8 社
回答なし 1 社 0 社 0 社 4 社
　表 5 の社数を比率に直すと、個別ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は 29.1％（43 社）、
「Ⅱ必要あり」との認識は 70.9％（105 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は 41.2％（61 社）（「Ⅱ
必要あり」の中では 58.1％）である。また、連結ベースでは「Ⅰ進める必要なし」との認識は
32.7％（36 社）、「Ⅱ必要あり」との認識は 67.3％（74 社）、「Ⅱ（1）十分進めた」との認識は
31.8％（35 社）（「Ⅱ必要あり」の中では 47.3％）であった。これらの結果を全体と比較するため、
個別ベース、連結ベースのそれぞれについて全体と小規模企業を比較する形式でまとめると表




合計 Ⅰ必要なし Ⅱ必要あり 十分進めた（対合計） 十分進めた（対Ⅱ）
全体（社数） 321 84 237 139 139
小規模（社数） 148 43 105  61  61
全体（割合） 100.0 26.2 73.8 43.3 58.6
小規模（割合） 100.0 29.1 70.9 41.2 58.1
（各欄の数値は社数または％）
表 7　「財管一致」への取り組み（全体と小規模企業の比較、連結）
合計 Ⅰ必要なし Ⅱ必要あり 十分進めた（対合計） 十分進めた（対Ⅱ）
全体（社数） 264 77 187 91 91
小規模（社数） 110 36  74 35 35
全体（割合） 100.0 29.2 70.8 34.5 48.7
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（ⅰ） 111 1  9 121  36.6
（ⅱ） 149 11 18 178  53.8
（ⅲ） 24 5 1 30 9.1
（ⅳ） 3 0 0 3 0.9










（ⅰ）  62 1  7  70  45.8
（ⅱ）  59 5  6  70  45.8
（ⅲ）  10 3  0  13   8.5
（ⅳ）   0 0  0   0   0.0
合計 131 9 13 153 100.0
（各欄の数値は社数または％）
　表 8 および表 9 から、個別ベースの管理会計情報は、基本的には財務会計情報に基づいて作














（ⅰ） 123 1 14 1 139  50.9
（ⅱ） 100 6  8 0 114  41.8
（ⅲ）  15 2  0 0  17   6.2
（ⅳ）   3 0  0 0   3   1.1
合計 241 9 22 1 273 100.0
（各欄の数値は社数または％）
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（ⅰ） 123 1 14 1 139  50.9
（ⅱ） 100 6  8 0 114  41.8
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（ⅰ） 59 0  6 1  66  57.9
（ⅱ） 35 3  4 0  42  36.8
（ⅲ）  5 1  0 0   6   5.3
（ⅳ）  0 0  0 0   0   0.0
合計 99 4 10 1 153 100.0
（各欄の数値は社数または％）














13 である。さらに、表 14 は、表 12 および表 13 をもとに、いくつかの項目について社数では








進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
36 社 28.3％ 61 社 48.0％ 20 社 15.7％  81 社 63.8％
127 社
42.9％ 43.9％ 20.4％ 34.2％
（ⅱ）
41 社 23.7％ 68 社 39.3％ 64 社 37.0％ 132 社 76.3％
173 社
48.8％ 48.9％ 65.3％ 55.7％
（ⅲ）
 5 社 17.9％   9 社 32.1％ 14 社 50.0％  23 社 82.1％
 28 社
 6.0％  6.5％ 14.3％  9.7％
（ⅳ）
 2 社 66.7％   1 社 33.3％  0 社  0.0％   1 社 33.3％
  3 社
 2.4％  0.7％  0.0％  0.4％
合計 84 社 139 社 98 社 237 社 321 社









進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
21 社 30.9％ 35 社 51.5％ 12 社 17.6％ 47 社 69.1％
 68 社
48.8％ 57.4％ 27.3％ 47.8％
（ⅱ）
21 社 30.9％ 21 社 30.9％ 26 社 38.2％ 47 社 69.1％
 68 社
48.8％ 34.4％ 59.1％ 47.8％
（ⅲ）
 1 社  8.3％   5 社 41.7％  6 社 50.0％ 11 社 91.7％
 12 社
 2.3％  8.2％ 13.6％ 10.5％
（ⅳ）
 0 社  0.0％   0 社  0.0％  0 社  0.0％  0 社  0.0％
  0 社
 0.0％  0.0％  0.0％  0.0％
合計 43 社 61 社 44 社 237 社 148 社
表 14　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方についての全体と小規模企業の比較（個別）
全体 小規模 全体 小規模
Ⅱ小計／合計 Ⅱ小計／合計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計
（ⅰ） 63.8％ 69.1％ 75.3％ 74.5％
（ⅱ） 76.3％ 69.1％ 51.5％ 44.7％
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  0 社
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表 14　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方についての全体と小規模企業の比較（個別）
全体 小規模 全体 小規模
Ⅱ小計／合計 Ⅱ小計／合計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計
（ⅰ） 63.8％ 69.1％ 75.3％ 74.5％
（ⅱ） 76.3％ 69.1％ 51.5％ 44.7％






















進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
49 社 38.0％ 45 社 34.9％ 35 社 27.1％ 80 社 62.0％
129 社
64.5％ 49.5％ 37.2％ 43.2％
（ⅱ）
23 社 20.4％ 40 社 35.4％ 50 社 44.2％ 90 社 79.6％
113 社
30.3％ 44.0％ 53.2％ 48.6％
（ⅲ）
 3 社 18.8％   5 社 31.3％  8 社 50.0％ 13 社 81.3％
 16 社
 3.9％  5.5％  8.5％  7.0％
（ⅳ）
 1 社 33.3％   0 社  0.0％  2 社 66.7％  2 社 66.7％
  3 社
 1.3％  0.0％  2.1％  1.1％







進める必要なし （1）十分進めた （2）今後進める必要 Ⅱ小計
（ⅰ）
24 社 38.7％ 20 社 32.3％ 18 社 29.0％ 38 社 61.3％
 62 社
66.7％ 57.1％ 46.2％ 51.4％
（ⅱ）
10 社 23.8％ 12 社 28.6％ 20 社 47.6％ 32 社 76.2％
 42 社
27.8％ 34.3％ 51.3％ 43.2％
（ⅲ）
 2 社 33.3％   3 社 50.0％  1 社 16.7％  4 社 66.7％
  6 社
 5.6％  8.6％  2.6％  5.4％
（ⅳ）
 0 社  0.0％   0 社  0.0％  0 社  0.0％  0 社  0.0％
  0 社
 0.0％  0.0％  0.0％  0.0％
合計 36 社 35 社 39 社 74 社 110 社
表 17　「財管一致」への取り組みと管理会計情報の作成の仕方についての全体と小規模企業の比較（連結）
全体 小規模 全体 小規模
Ⅱ小計／合計 Ⅱ小計／合計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計 Ⅱ（1）/ Ⅱ小計
（ⅰ） 62.0％ 61.3％ 56.3％ 52.6％





小規模企業に限定して回答をまとめたものが表 16 である。さらに、表 17 は、表 15 および表
16 をもとに、いくつかの項目について社数ではなく比率に直したものをまとめたものである。
なお、表 15 および表 16 において、社数の下に記載した割合は縦計に対する割合であり、社数
の右に記載した割合は横計に対する割合である。
















企業の割合が全体の割合に比べて著しく低いわけではない。表 14 でも表 17 でも、管理会計情
報の作成の仕方と「財管一致」との関係性で見ると、規模は無関係に見えるのである。
　しかし、4.1 および 4.2 における検討により、
　□ 小規模企業の方が「財管一致」を「進める必要なし」との認識が多い。
　□ 小規模企業の方が財務会計情報への依存度が高い。
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（A） 147 社 11 社 13 社
（B） 113 社 10 社  8 社
（C）  68 社  8 社  5 社
（D） 117 社 12 社  9 社
（E）  13 社  0 社  0 社
（F）  32 社  8 社  7 社
















































と（ 目的 1 ）と、「財管一致」のメリット・デメリットがどう考えられているのかの実態を
把握すること（ 目的 2 ）であった。
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